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第１回バイオマス事業化戦略検討チームの概要 

 

１ 日 時：平成 24 年２月 10 日（金）14:00～16:20 

２ 場 所：農林水産省第二特別会議室 

３ 出席者：五十嵐委員、大原委員、神谷委員、坂西委員、迫田委員、塚本委員、

西川代理委員、中川委員、中村一夫委員、中沢代理委員、横山委員、

澤委員、中村徹委員、西野代理委員、雨森代理委員、山田委員、吉田

委員、長谷川委員 

４ 議題 

（１）バイオマス事業化戦略検討チームについて 

（２）関係省庁におけるバイオマス利活用の取組状況について 

５ 概要 

【要 旨】 

・ 森本農林水産大臣政務官の挨拶の後、座長に塚本東京理科大教授、座長代理に

迫田東大生産技術研究所教授を選出。農林水産省、環境省、文部科学省から資料説

明を行い、意見交換。 

・ 次回会合は２月２７日に経済産業省で開催予定。 

【主な発言】 

＜全般＞ 

・ 限られたバイオマス資源を様々な技術を使って有効利用することが重要。FIT

などの政策誘導、地域振興、海外進出の方向性の議論が必要。 

・ バイオマスはビジネス規模の点で企業に魅力のあるものになりづらい面がある

が、米国では政策誘導で 3 兆円規模の市場を作り出し、それを使うための技術開発

を実施。国内展開と海外展開、政策と研究、リスクとリターンの関係を考える必要。 

＜原料（入口）＞ 

・ 下水汚泥と生ごみといっしょに発酵させるとエネルギー回収効率がよくなるが、

一般廃棄物と産業廃棄物の垣根の問題を超える必要。 

・ 卸売市場で発生する食品廃棄物をバイオマスとして活用できないか。 

＜技術（製造）＞ 

・ 木質では林地残材の利用率向上とリグニンのマテリアル利用が重要な研究課題。

各地域の木質バイオマスの収集コスト等の分析が課題。 

・ 当面の事業化に役立つ技術だけでなく、将来に役立つ基礎技術の開発も重要。

バイオプラスチックの研究開発やシロアリ腸内微生物による木質分解酵素の機能解

明研究等も行っており、これらの成果を発信・提供していく。 

・ 政策誘導型で開発導入していく技術と海外に打っていく技術、2020 年の目標に
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向けて政策でロードマップに基づいて開発していく技術と世界のトップを目指す技

術を分けて考える必要。 

・ 技術開発は製造コストの評価だけでなく、中長期的な地域振興の面からの評価

も重要。 

・ 研究開発は事業化に向けたステージを明確にして行う必要。 

・ 技術の完成度とコスト評価が技術の実用化の指標。 

＜バイオ燃料＞ 

・ エタノールの直接混合は 99.5％のエタノールを使えば技術的には水分の問題は

全くない。国産バイオ燃料は地燃料、地域活性化、安全保障の点で重要で、循環型

社会を築いていくことが大切。 

・ E3、E10、ETBE の議論は昔からの話。燃料を大量に全国隈無く流通させること

は大事であるが、地産地消の燃料と一本化する必要はない。地域で選択できること

が重要。地産地消燃料、ローカル燃料を育てることが大事。 

・ 燃料は地産地消と全国大規模流通の立場がなかなかかみ合わないが、３E（安定

供給、経済性、環境への適合）と安全安心が重要。エタノールは水分や蒸気圧の規

格対応が必要。地産地消が利用し易い制度設計が大事であり、経産省と環境省で統

一した規格づくりも重要。 

・ BDF の製造･普及は、自動車業界・石油業界と地産地消との融合が大切。バイオ

マスは重要な利害関係者の参加の下に進めることが事業化の鍵。 

・ BDF の製造・導入に際し軽油との混和時における軽油取引税の課税問題がネッ

クとなっている。 

＜事業化＞ 

・ システムや仕組みが大事であって、ある町でどれくらいの稲藁が集めることが

でき、どの技術を使えばどの程度の効率、コストが得られるかなど、それぞれの地

域に当てはめて考えることが必要。 

・ バイオマスは技術はあっても原料調達やコストの問題で事業化が難しく、企業

にとって魅力ある分野になりにくい面。そこをどのように解決し、事業として成立

させるかが重要。 

・ 技術のほか、原料をどう集め、販路をどう確保し、利益の出るビジネスモデル

をつくるかが課題であるが、民間の範疇を超える部分もある。事業化に向けたロー

ドマップをつくり、バイオマスが事業として成り立つような方策を考える必要。 

・ 実用化の段階で資源を集める仕組みと製造技術が規模の点でマッチングせずう

まくいかないケースがある。稲藁、林地残材等の資源の調達可能量と技術のマッチ

ングシステムがあれば実用化が早く進む。 

＜政策・制度＞ 



 

3 
 

・ バイオマスの事業化のためには入口と出口の政策が重要。企業は政策･制度が整

っている地域を選択。環境関連事業は政策でマーケットが生まれている。 

・ バイオマスはコストがかかるので、化石燃料との差を政策コスト（補助金、税、

消費者負担）として何らかの形で埋めることが必要。 

・ バイオマスの技術開発を行っても化石燃料と同等のコスト実現は難しいので、

米国のように事業の入口への支援が必要。 

＜関係省庁間連携＞ 

・ 長年研究をやっていて、各省の予算は重なり合いがあるので総合的にやればも

っと効率的になる。 

・ バイオマスの事業化の中で各省の連携と役割分担が図られることが重要。 


